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論 文 内 容 要 旨
第1次 大戦を契機 にイギ リスを中心 とした世界経済 システムが崩壊 し始め、両大戦間期の混乱 を
経て、 アメ リカ主導 の資本主義世界経済が再構築 された。 アメ リカを中心 とす るこの世界経済 シス
テムは、IMF・GATT体 制 と称 されているが、 これ までの研究は国際通貨 システム(IMF)の 成
立過程 だけに関心を注 ぎ、戦後貿易制度の形成過程 に関す る体系的分析 は、管見す るか ぎり、わが
国においては皆無 といってよい。本書 は、 こうした従来の研究の間隙を埋 める、戦後貿易 システム
の形成過程 に焦点をあてた研究である。
ところで、具体的には、戦後貿易 システムが、どのよ うに形成 されてい ったのであろうか。 この
問題を、大恐慌以降の英米両国の貿易政策の展開を具体的に跡付 けることを通 じて明 らかに しよう
と努めた。 と くに、 イギ リス貿易政策の変遷を追 うことによ って、 この問題 に応えよ うとしたので
ある。大恐慌を契機 にイギ リスは、 自由貿易政策を放棄 し、1932年3月 に保護関税 を導入す るとと
もに、同年7月 、オタワ会議で特恵関税制度を打 ち立て、英帝国 ・スター リング地域の形成に走 る。
これをもってイギ リスを中心 とす る世界貿易 システムは最終的な崩壊 をみるというのが従来の見解
であ り、イギ リスを基軸 とした世界経済の体系的分析 ・研究 は、 この時点で終 っている。他方、ア
メ リカ貿易政策 に関する研究は、1934年 互恵通商協定法の意義 を巡 って、最近、深化 してきてい る
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が、その実際の展 開過程 に関す る分析は、緒 にっいたばか りといってよい。要す るに、1930年 代中
頃以降の英米貿易政策に関 しては、 ほとんど考察の対象外 とされてきたのが現状であろう。
本書 は、第1部 において、 オタワ会議後、イギ リスが如何 なる貿易政策を展開 したかに焦点をあ
てた。 それは以下で示すように、 イギ リスが世界経済の基軸 たることを放棄 したといわれる後 も、
世界経済 に大 きな影響力を与える貿易政策 を採用 したことを示 したか ったがためである。本書では、
それを英帝国を中心 と しっっ も、「外 に向か う貿易政策」 と位置付 けた。 そ して、その貿易政策 を
二国間通商協定締結運動 とい う副題の もと、三っの類型に分 け、分析 した。北欧およびラテン ・ア
メ リカ型貿易政策、 ドイッ型貿易政策、 アメ リカ型貿易政策 である。かか る英帝国外 に対す る三類
型の貿易政策の内実 を分析 して こそ、イギ リスの世界経済再編成の有様を理解できると考えた。
第1章 で扱 うように、北欧およびラテ ン ・アメ リカ型貿易政策の特徴 は、相手国のイギ リス市場
への依存状態を巧みに利用す ることによって、それ ら諸国 にイギ リス製品を排他的 に購入 させるこ
とを目的とするものであった。それ らの協定は英帝国向け輸 出拡大政策を補完する役割を与え られ、
その際英帝国の存在 はそれ ら諸国か ら譲許 を引 き出す ことに役立 った。 ドイッとの協定は、支払協
定およびヨーロッパ市場分割協定を通 じて、英帝国 とヨーロ ッパの貿易を復活 させ ることで、英帝
国の購買力を高 め、究極的には英帝国市場 に対するイギ リスの輸出拡大を 目論む ものであ った。 と
くに、第3章 に多 くの紙幅を費や した。それは、欧米の一部の研究者が主張す る、戦後貿易 システ
ムの原点を1930年 代 に求 める見解 に反駁す るためである。第1章 および2章 と比較 して、第3章 で
は、 アメ リカ貿易政策の展開 も視野 に収 めている。 アメ リカ互恵通商協定締結連動の到達点 といわ
れる1938年 英米通商協定 の内容を検討す ることで、30年 代段階のアメ リカ貿易政策の本質 も明 らか
にで きると考えた。具体的には、1930年 代 のイギ リス、アメ リカ、英帝国の貿易関係 を分析 し、協
定締結の経済的動機 を英米双方か ら探 り、最終的 に両国が如何 なる形で協定 を成立 させたかを考察
したのである。結論か らいって、それは、決 して、戦後貿易 システムの原点 といえるものではなか っ
た。協定は、イギ リスにとって英帝国貿易 の負担 となっていたカナ ダを切 り離 し、アメ リカ経済圏
に編入 させることであり、一種の市場分割協定であ った。か くして、1930年 代にイギ リスは 「外に
向か う貿易政策」を展開することで、英帝国 ・スター リング地域の防衛 ・保持に成功 したのである。
第H部 においては、アメ リカとの関係を中心 に据 えて考察 を進めた。第2次 大戦期、アメ リカが
連合国の兵器廠 となるとともに、 イギ リスに替 わって世界経済再編の リー ド役を務めていった点に
ついては衆 目の一致す るところであろ う。 しか し、 どのよ うに してそれを果 た してい ったかについ
て は、詳細な研究 が存在す るわけではない。定説に従えば、貿易面でアメ リカがイギ リスをね じ伏
せ、戦後貿易政策 に関す る約束を取 り付 けたとされるのは、1941年8月 の大西洋憲章、1942年2月
の相互援助協定7条 となっている。 とくに後者の発表を もってアメ リカ体制 の出発点 とされている。
しか し、短 く曖昧な条文を解釈 することだけで、 アメ リカ体制の原点をここに求めていいのであろ
うか。 こうした視角 に替わ って、本書で行な ったのは、具体的 に英米両国の戦時貿易政策の展開そ
して戦後貿易構想への関わ りを追 う作業である。 こうした分析を通 じて、アメ リカが、戦後貿易 シ
ステムを一挙 に直線的に構築 していったのではな く、 イギ リスとの協調 と角逐 を通 じて、段階的に
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確立 していったことを明 らかに した。裏返 していえば、 イギ リスか らアメ リカへの主導権委譲は、
従来考え られているよりず っと複雑な過程 を経 た事実 に光 をあてた。では、具体的に両国の対抗 ・
角逐関係 は、第2次 大戦の舞台裏で如何 に展開されたのであろ うか。
第4章 では、 イギ リス貿易政策が、武器貸与法を契機 に したアメ リカのイギ リス貿易政策への介
入 を通 じて、アメ リカの管理下に置かれていくことを示 した。具体的にアメ リカがイギ リス貿易政
策 に何を強要 したのかを明 らかにすることで、武器貸与法成立段階でのアメ リカの世界経済再編成
の構図を説明 した。第5章 では、武器貸与法の分析を試みた。通常、武器貸与法 は、 アメ リカの参
戦を防 ぐためのものであったか否かに関 して、 きわめて政治的に論 じられている。 それに対 して、
本書で提起 したのは、武器貸与法をアメ リカ貿易政策 の一環 と して位置付 ける視角 である。1930年
代段階の特徴 を引きずりつつ も、 アメ リカ貿易政策 は、武器:貸与法制定によって、新たな段階へ と
入 る。それ は、第4章 で述べたイギ リス貿易政策への介入に現 われ るが如 く、西半球主義か ら脱皮
し、世界経済全体を視野 に入れた貿易政策への転換である。それ にっ いて は第6章 の第2節 で も取
り上 げた。 すなわち、アメ リカは、 イギ リスに英米補足通商協定の締結 を強要す るだ けでな く、 自
治領諸国に対 しても二国間協定通商締結を模索 してい く。 アメ リカ貿易政策の第1の 転換点が、武
器貸与法成立を前後す るあたりにあったことを、第4章 か ら第6章 にかけて明 らか に しようと した
のである。
第6章 後半か ら第9章 にか けては、戦後貿易構想の具体化を巡 る英米間の対立 を、イギ リス国内
の論争 を絡 あて、論 じている。 ところで、かか る二国間主義に基づ くアメ リカの攻勢 に対 してイギ
リスは如何 に反応 したのか。イギ リスは、 それを英帝国 ・スター リング地域 の解体を目指す政策 と
位置付 けた。 イギ リス国内においては、 アメ リカ貿易政策への対抗か ら、戦後貿易秩序形成 に向け
て 自国の利害を中心 に据えた戦後貿易政策案が作成 されてい く。J.ミ ー ドを中心 に して作成 され
た国際通商同盟案がそれである。第7章 では通商同盟案 の作成過程を中心 に考察 した。 この段階で
も、従来指摘 されているように、イギ リス貿易政策 はその構想 において決 して世界性 を喪失 してい
たわけではない。「外に向か う貿易政策」 を基底 に据えて、 アメ リカに対抗 して、戦後世界貿易を
主導 してい こうとい う意見がイギ リス政府指導部内で多数派 を占めていたのである。 もっとも、そ
れはアメ リカの攻勢を、国際機関を創 出 し、そのもとでアメ リカに調整の負担を負わせ るルールを
作 ることで、食 い止 めるというものであった。戦後世界経済 システムに関するイギ リス案の両輪 と
位置付 け られるこの国際通商同盟案そ してケイ ンズ国際清算同盟案 も、 ともに類似 した性格を もっ
ていたのである。戦後貿易 システムの大 きな特徴 を国際機関(GATTを こう規定 して よいかの議
論 はここで一先ず措 くことにする)に よって管理 された貿易 システムと捉えるな ら、 この国際通商
同盟案 こそ、その原点 といえ るものであろう。
さて、第8章 で は、相互援助協定7条 締結後、英米が貿易政策を含めて、始めて戦後世界経済 シ
ステムに関す る包括的な話合いを もった1943年9月 か ら1Q月 のワシン トンでの会議に焦点をあてた
(以下、 ワシン トン会議で統一)。 とくに、貿易政策分野での討論を考察 した結果、国際通貨分野で
の話合いと対照的に、会議が イギ リス主導で進め られた ことを明 らかに した。アメ リカはこの時点
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で、国際通貨政策 とは違 って、戦後 の貿易政策に関 して、互恵通商協定法を超 える戦後貿易案を体
系的な形で持 ち合わせていなかったのである。 この会議でイギ リスの国際通商同盟案の骨子が、英
米共同声明 に盛 り込まれた(こ れをワシン トン原則 と呼ぶ)。 互恵通商協定法の限界(二 国間交渉
方式)が 、イギ リスの思惑 どお り、批判対象 とな り、多角方式の優位性が指摘 された。イギ リスは、
準備の周到 さを武器 にアメ リカに対 して主導性を発揮 したといえる。 もっとも、 ワシン トン会議 で
は、関税の引下方法、特恵幅縮小 の程度、 そ してその双方の関連をどう調整するかなど、細かな点
に関 して は、合意がで きたわけではなか った。 さ らにかか る問題を詰めるべ く、英米の会議が必要
とされたわけである。 したがって、 ワシントン会議は、戦後貿易政策ルールづ くりの第1段 階であ っ
たといえ るQ
第9章 は、戦後貿易政策の立案部面 において もアメ リカの主導権が確立 してい くことを明 らかに
した。 ワシン トン会議終了後、イギ リス政府内では、 ワシントン原則 を巡 り、1943年 末か ら1944年
春 にか けて、再 び戦後貿易政策 に関する論争が戦 われ ることにな った。それは、通商同盟案作成時
に行われた論争 の再来であった。本書 はこの結果を非常 に重視 している。それは、 イギ リスが、通
商同盟案(ワ シントン原則)の 放棄 という形で、戦後世界経済を貿易面か ら主導 してい く力 とその
意志 を完全 に失 ったと理解するか らであ る。1930年 代か ら続 く、すなわちオ タワ体制に端を発 した
イギ リス貿易政策 の変質過程 は、 この時点で終了す るのであ る。 それ は取 りもなおさず、「内に向
か うの貿易政策」の採用、換言すればイギ リスの英帝国 ・ス ター リング地域 という小宇宙への決定
的転落であった。
他方、 アメ リカ国内で はイギ リスと正反対のことが生 じていた。 ワシン トン会議以降、アメ リカ
国務省 は、世界貿易秩序の構築 をイギ リスに代わ って主導する責任を自覚 し、 ワシントン原則を具
体化すべ く、各種委員会を組織 し、戦後貿易政策案 の作成に本格的に着手 し始 めるか らである。 ア
メ リカは、1944年 末 には戦後貿易政策案(貿 易政策 に関す る多角協定案の条文草案[以 下、条文草
案])を 完成 させ るとともに、イギ リスに交渉 のテーブルに着 くよ う要請する。交渉 は1944年12月
に始 まるが、 アメ リカの積極性 とは裏腹 に、イギ リスは条文草案 を骨抜 きにしようとさまざまな手
段を講 じるのである。 この過程で、 アメ リカは条文草案 に彫琢を加え、国際貿易機構設立に関する
提案を練 り上 げてい くのである。本書ではこれをアメ リカ貿易政策の第2の 転換点 と位置付 けた。
すなわち、国際貿易機構 設立 に関す る提案 は、一方では、関税交渉にっいて互恵通商協定方式を採
用 し、他方で、特恵およびその他の非関税障壁 にっ いては国際ルールによって厳格 に規制するとい
う、ふたつの側面をもっていた。 アメ リカは、イギ リス通商同盟案を換骨奪胎 し、二 国間主義 と多
角主義の併存 を国際貿易機構のルールのなかに持 ち込んだのである。 そ して これ こそが、5年 間 に
わたる戦後貿易秩序形成を巡 る英米 の角逐 と協調 のなかか ら生み出 された到達点であった。英米借
款交渉 は、 こうしたアメ リカの戦後貿易秩序 の論理を、援助 と引換えにイギ リスに受 け入れさせ る
ことにあった。 アメ リカ主導の貿易 システムは、ITO憲 章 には結実 しなか ったが、GATTに 形 を
変えて、戦後世界経済運営 の両輪の一方 を形づ くっていったのである。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は2部9章 か ら成 る。第1部 「1930年代 のイギ リス貿易政策 一二国間通商協定締結運動 を
中心 として 一」では、30年 代 のイギ リス貿易政策が 「英帝国を中心 としつつ も 『外 に向か う貿易政
策』」 と して特徴づけ られ、北欧 ・ラテ ンアメ リカ型、 ドイッ型、 アメ リカ型 の三っの貿易政策類
型が析出され る。特に 「アメ リカ型類型」の分析 では、38年 に締結 された英米通商協定 を中心 に30
年代の英 ・米 ・英帝国間貿易関係 の検討 を通 じて、英米双方の貿易政策 について性格規定がなされ、
その結果、30年 代の英米双方の貿易政策 は戦後貿易秩序の原点 といい得 るようなものではな く、米
国の互恵通商協定締結運動は保護 ・差別主義、西半球主義の様相 を呈 し、 また、英国貿易政策の主
眼がカナダを除 く英帝国 ・スター リング地域 の防衛 ・保持にあ った、 とい う結論が導かれている。
第11部 「第2次 大戦期英米貿易政策 と戦後貿易構想 一英米の協調 と角逐 一」では、大戦期間中に
相互の交渉を通 じて英米の貿易政策 が転換 してい く過程が詳細 に跡づ けられ る。第1の 転換点 は41
年3月 に成立 した武器貸与法の成立 で、 これは、米国が英国を英帝国 ・スター リング地域に押 し込
め、 ラテンア多リカを自己の下 にブロック化す る政策、その意味で西半球主義を深化す る政策であっ
た。 だが同時にまた、英 自治領 ・イ ン ドに対す る武器貸与法の適用や米英相互援助協定類似 の二国
間協定締結を通 じて英帝国特恵解体戦略の端緒を成 してお り、西半球主義を脱 していく契機でもあっ
た。米国の英帝国特恵解体戦略を感 じ取 った英国は、二国間協定方式を基軸 とした米国の攻勢に対
抗すべ く、国際機関の監視 に基づいた多角協定方式を主軸 とする戦後貿易構想を国際通商同盟案 と
してまとめ、43年9-10月 のワシントン会議 に臨んだ。通貨問題での討議 とは逆 に、通商問題では
準備 に立 ち後れた米国を英 国が リー ドするかたちとな った。
このワシントン会議以降、戦後貿易構想 を巡 る英米 の協調 と角逐 は第2段 階 に入 る。すなわち、
英国側は、戦後貿易構想の基本原則(ワ シン トン原則)を ほぼ英国案 に沿 うかたちでまとめ上げた
にもかかわ らず、その後は英国内の自由貿易反対派の力が強ま りワシントン原則か ら後退 し英帝国
特恵保持に腐心するようになる。他方、 ワシン トン会議で英国案か ら多 くの ものを学んだ米国側 は、
戦後貿易秩序形成の責任 を自覚す るよ うにな り、 ワシン トン原則に彫琢 を加えてITO憲 章原案を
練 り上げてい く。以上が本論文の要 旨である。
IMF・GATT体 制 と呼 び慣 わされている戦後経済秩序形成 に関するこれまでの研究は、戦後半
世紀以上を経 ているにもかかわ らず、IMF=国 際通貨分野 に関する研究に大 き く偏 り、GATT=
貿易分野に関する研究は手薄であった。 この空隙を埋 めたところに本論文の功績が認 められ る。英
国公文書館(PRO)所 蔵の第1次 資料 を中心 に分析を加 え、戦後貿易秩序形成を リー ドしたの は
一貫 して米国であったとする通説および一般的印象 とは逆 に
、 ワシントン会議までは英 国が リー ド
していたとい う事実は、 これまでほとんど知 られていなかった。付録 として訳出された 「国際通商
同盟案」 「提案のアウ トライ ンの説明」 およびPRO関 係 関連文書 目録を含めて、本論 文は戦後貿
易秩序形成に関す る今後の研究 にとっての重要 なガイ ドポス トとなるで あろ う。
本論文 にもい くつかの問題点を指摘できる。 ワシン トン会議 までの米国の戦後貿易構想の性格付
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けにつ いて曖昧 な点があること、著者の視点に立 った場合、通説では非常 に重視 されて いる大西洋
憲章第4項 や相互援助協定第7条 が どのよ うに位置づ けられるのか不明であ ること、 ワシン トン会
議 を中心 とす る英米間論争 を評価 す るに際 して、 当然 の ことなが ら英国寄 りに偏 る傾向の ある
PRO文 書 に引 き寄せ られているように思われ ること、 などである。 とはいえ、 これ らは、今後 の
課題 として残 されたITO憲 章草案の成立か らITOの 流産 に至 る過程が解明 されていけば、 自ずと
是正 されてい くであろう。いずれに して も、 これ らの問題点 は上記 した本論文 の功績を減ずるもの
ではない。
以上、審査す るところにより、本論文 は博士(経 済学)の 称号 を授与するに値する論文であると
認定す る。
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